
【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　■市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

地権者の意向を反映し、スムーズに買収を行うことが必要。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

西川秀夫

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

地権者の理解を得ながら、用地測量を実施する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

736事 務 事 業 名 都市計画道路3・4・8号線整備事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

都市計画法

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 主要道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち

安全で安心して通れる道路環境を整備するため、拡幅整備により、一般部では道路両側に３．５ｍの歩道を設ける。
また、街路樹による緑化の推進や電線類の地中化を実施して、緑あふれる災害に強いまちをつくっていく。

小金井都市計画道路3・4・8号線　について、東小金井駅土地区画整理事業区域を除く延長380ｍを幅員
16ｍで整備。

社会資本整備総合交付金を活用し、都市計画事業による用地買収を行う。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

地権者の理解がおおむね得られ、用地測量を完了した。

（
地権者の理解を得ることが何よりも重要であり、理解が得られないと、事業に長い年月を費やす
ことになる。

（
地権者の理解をおおむね得られ、スケジュールどおりに進行しているため。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

・現況測量報告会を平成２２年８月に実施し、その後、用地測量を実施した。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

平成２２年度までに用地測量を完了したため、平成２３年度に事業認可取得、その後用地買収を行う。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 0 100 0

隣地との境界が決まらない地点はあったものの、全地
権者の立会いを完了した。

実績値 0 100

1 1 0

土地の境界を確定し、取得面積を決める 実績値 1 1指
標
１

活
動
量

用地測量説明会 回 目標値

成
果

用地測量完了 ％

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

3,727,500 7,371,000

当初予算額 4,253,000 19,165,000 0

決算額 3,727,500 7,371,000

3,680,000 7,120,000 8,500,000

38.46%87.64%

0

一般職員人件費 3,680,000 7,120,000 8,500,000

一般職員工数(人/年) 0.400 0.800 1.000

0

7,407,500 14,491,000 8,500,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 2,087,000 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! 124,040.000 #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 66.542 110.928 75.039

0 2,087,000 0

純支出額　C(A-B) 7,407,500 12,404,000 8,500,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 名 都市計画道路3・4・1号線整備事業 事 務 事 業 № 737

【基本情報】

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（
道路法、新みちづくり・まちづくりパートナー事業に係る基本協定書及び用地取得
委託協定書

）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

共 通 課 題 ■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長 西川秀夫

【総合計画における位置づけ】

レベル1（柱） レベル2（施策） レベル3（施策） レベル4（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち

道路 道路の整備 主要道路の整備

目的
（何のために）

　連雀通りは、東西の主要幹線道路として交通量が多いため、拡幅整備により、一般部では道路両側に３．５ｍの歩
道を設け、安全で安心して通れる道路環境を整備し、あわせて、街路樹による緑化の推進や電線類の地中化を実施
して、緑あふれる災害に強いまちをつくっていく

対象
（誰・何を対象に）

連雀通り　（東大通り付近）約250ｍについて、用地取得により、16ｍに拡幅するもの

手段・方法
（内容、やり方等）

　東京都と小金井市が連携、協力して整備を行う。都は用地・補償等に係る費用を全額負担し、市は道
路の設計、工事に係る費用を負担する。整備完了後は、市から都へ引き継ぎを行い、以後の維持管理
は都が行うもの。

活動実績
（事業の結果等）

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

（ 地権者の理解を得て、現況測量を完了させること。 ）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（ 一部地権者から合意が得られなかったため現況測量が完了できなかった。 ）

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（ 現況測量を完了していない。 ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

（ 理解が得られていない地権者について、どのように理解が得られるか検討している。 ）

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

（ 用地買収は地権者の合意のもとに実施できる事業なので、地権者の合意が欠かせない。 ）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

（ 理解を得られるように、個別調整も含め引き続き検討を行う。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

4,107,600 0

当初予算額 4,640,000 17,706,000 22,000,000

決算額 4,107,600 0

執行率 88.53% 0.00%

5,520,000 7,120,000 4,250,000

一般職員工数(人/年) 0.600 0.800 0.500

一般職員人件費 5,520,000 7,120,000 4,250,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

再任用職員人件費 0 0 0

嘱託職員人件費 0 0 0

歳出計　A(①+②) 9,627,600 7,120,000 26,250,000

歳
入

国・都支出金の合計　(③) 4,373,000 0 22,000,000

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

その他の合計　(⑤) 0 0 0

歳入合計　B(③+④+⑤) 4,373,000 0 22,000,000

純支出額　C(A-B) 5,254,600 7,120,000 4,250,000

市民１人当たりコスト　(C/人口) 47.202 63.674 37.519

指標１当たりコスト　(C/成果実績値) 82,103.125 #DIV/0! 42,500.000

指標２当たりコスト　(C/成果実績値) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

指
標
１

活
動
量

名称 現況測量説明会 回 目標値

成
果

名称 現況測量実施済み件数 ％

3 1 0

説明 地権者の理解を得るため、説明会を開催した。 実績値 3 1

目標値 100 100 100

説明 現況測量を実施できた件数 実績値 64 0

指
標
２

活
動
量

名称 目標値

成
果

名称

説明 実績値

目標値

説明 実績値

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

現況測量について、まだ理解が得られていないため、方法を改善し理解が得られるように努力することが必要。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

　都市計画道路３・４・１号線の一部である都道１３４号線は、中央本線南側の東西の幹線道路として交通量が多く、歩行者等が
安全に安心して利用できる道路整備が早期に望まれる。
　本事業は、平成２１年４月に、東京都の「新みちづくり、まちづくりパートナー事業」で整備すべき路線として位置づけられ、基本
協定等が締結され事業の推進が図られている受託事業である。
　しかし、平成２２年度においては地権者の理解が得られず、用地測量の成果が０％となっていることから、平成２７年度完成ス
ケジュールに大きな支障が生じると思われる。
　本事業は、東京都からの受託事業であることを踏まえ、地権者の理解を得るために、東京都の豊富な経験や蓄積された専門
的な技術を最大限求め、連携・協力を得て着実な事業の実施に努められたい。
　また、地権者の理解を得るための説明会についても、平成２２年度は１回のみの開催となっており、理解を得るための説明会
等の話合いの機会を増やすことが必要であると考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化



【事業概要】

（

（ 要望活動が主な目的のため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

要望活動を通して、国会議員、都議会議員に各自治体の現状を認識してもらい、一定の予算確
保を図った。

）

道路の整備について各自治体と協働で推進するため

国、東京都、市民

各協議会では、国、東京都に道路整備に関する予算措置の要望活動を行っている。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

要望活動を通して、国会議員、都議会議員に各自治体の現状を認識してもらい、一定の予算確
保を図った。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 主要道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち(環境と都市基盤)

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

首都道路協議会定款、道路整備促進期成同盟会東京都協議会規約、
東京都道路整備事業推進大会規約

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

740事 務 事 業 名 道路に係わる協議会等負担金事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

総会、大会を通じて、国、東京都に各自治体の現状を認識していただき、関連予算の確保を要望
する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

西川　秀夫

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

課題等のないため ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 1,014,000 984,000 944,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 9.109 8.800 8.334

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

338,000.000 328,000.000 314,666.667

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

1,014,000 984,000 944,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 920,000 890,000 850,000

一般職員工数(人/年) 0.100 0.100 0.100

0

決算額 94,000 94,000

920,000 890,000 850,000

100.00%100.00%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

94,000 94,000

当初予算額 94,000 94,000 94,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

総会、大会の活動 回 目標値

成
果

総会、大会の活動実績 回

名称

説明

3 3 3

首都道路協議会総会、道路整備促進期成同盟会東京都協議
会総会、東京都道路整備事業推進大会への参加

実績値 3 3

目標値 3 3 3

首都道路協議会総会、道路整備促進期成同盟会東京都協議
会総会、東京都道路整備事業推進大会への参加実績

実績値 3 3

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

例年、活動内容がほぼ決まっていて、事務の拡大、縮小の提起が行われていない。
負担金の減額については、提案がなされているが結論に至っていない。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（

（ 要望活動が主な目的のため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

要望活動を通して、国会議員、都議会議員に各自治体の現状を認識してもらい、一定の予算確
保を図った。

）

河川の改修や総合的な治水対策を各自治体と協働で推進するため

国、東京都、市民

東京河川改修促進連盟、野川・仙川改修促進期成同盟では、国、東京都に河川改修に関する予算措置
の要望
東京都総合治水対策協議会では、治水について東京都と各自治体で協議している。

河川

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

要望活動を通して、国会議員、都議会議員に各自治体の現状を認識してもらい、一定の予算確
保を図った。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

河川の整備 河川の改修

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち(環境と都市基盤)

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

東京河川改修促進連盟規約、野川・仙川改修促進期成同盟規約、
東京都総合治水対策協議会規約

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

741事 務 事 業 名 河川に係わる協議会等負担金事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

総会、大会を通じて、国、東京都に各自治体の現状を認識していただき、関連予算の確保を要望
する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

西川　秀夫

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

課題等がないため ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 1,035,000 1,005,000 965,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 9.297 8.988 8.519

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

345,000.000 335,000.000 321,666.667

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

1,035,000 1,005,000 965,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 920,000 890,000 850,000

一般職員工数(人/年) 0.100 0.100 0.100

0

決算額 115,000 115,000

920,000 890,000 850,000

100.00%100.00%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

115,000 115,000

当初予算額 115,000 115,000 115,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

総会、大会の活動 回 目標値

成
果

総会、大会の活動実績 回

名称

説明

3 3 3

東京河川改修促進連盟大会、野川・仙川改修促進期
成同盟委員会、東京都総合治水対策協議会への参加

実績値 3 3

目標値 3 3 3

東京河川改修促進連盟大会、野川・仙川改修促進期成同盟
委員会、東京都総合治水対策協議会への参加実績

実績値 3 3

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

例年、活動内容がほぼ決まっていて、事務の拡大、縮小の提起が行われていない。
負担金の減額については、提案がなされているが結論に至っていない。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

　土地開発公社が先行取得した事業用地については、市への買戻しを進めていくものである。
　買戻しが遅れている事業用地が一部存するため、それに係る利子が毎年度で生じている。企画
政策課との連携のもとで、計画的な買戻しを行っていく必要がある。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　■補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西川　秀夫

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

　小金井市土地開発公社の適正な運営を保つ。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

742事 務 事 業 名 土地開発公社支出金事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

公有地の拡大の推進に関する法律

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 主要道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

小金井市土地開発公社の適正な運営を保つため

小金井市土地開発公社

小金井市土地開発公社が業務に要する経費等について、小金井市が支出金として予算措置を行う。
　（土地開発公社支出金　平成22年度決算額　61,234,903円）

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

　小金井市土地開発公社の適正な運営を保った。

（
　土地開発公社は、銀行からの借入によって事業用地を先行取得しており、市が買戻すまでの間
に生じる利子については、市として保証することとなる。

（
　土地開発公社の運営に対しては、総務省から指針等が示されており、それらに基づき、東京都
総務局行政部市町村課による検収が例年行われている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

　土地開発公社支出金を交付し、小金井市土地開発公社の適正な運営を保った。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　小金井市土地開発公社は、小金井市との委託契約に基づき、事業用地の先行取得等を行っている。
　土地開発公社が事業用地を先行取得することにより、翌年度等において、国や都の補助金等を計画的に活用しながら、市が
買戻しを行うことができている。
　小金井市土地開発公社においては、土地開発公社支出金をもとに業務を行っていることから、本事業に基づく支出が土地開
発公社の適正な運営に不可欠であり、今後とも継続していく必要があると考えられる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 － － －

土地開発公社支出金により、小金井市土地開発公社
の適正な運営を保つ。

実績値 － －

86,289,000 72,237,000 66,196,000

（目標値）当初予算額、（実績値）決算額 実績値 70,255,226 61,234,903指
標
１

活
動
量

土地開発公社支出金 円 目標値

成
果

小金井市土地開発公社の適正な運営 －

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

70,255,226 61,234,903

当初予算額 86,289,000 72,237,000 66,196,000

決算額 70,255,226 61,234,903

1,803,200 1,744,400 1,666,000

84.77%81.42%

0

一般職員人件費 1,803,200 1,744,400 1,666,000

一般職員工数(人/年) 0.196 0.196 0.196

0

72,058,426 62,979,303 67,862,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#VALUE! #VALUE! #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 647.303 563.220 599.091

0 0 0

純支出額　C(A-B) 72,058,426 62,979,303 67,862,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　■市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

町会・自治会に参加を呼び掛け、参加を促す。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

西川　秀夫

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　■市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

都市計画マスタープランの構成が全体構想、地域別構想となっていて、２２年度は全体構想の改
定の方向性を取りまとめる。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

801事 務 事 業 名 都市計画マスタープラン策定事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

都市計画法第１８条の２

担 当 部 都市整備部 担 当 課 都市計画課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

魅力的な市街地 計画的な都市づくりの推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち(環境と都市基盤)

市のまちづくりの方針等を示した都市計画マスタープランを、策定から概ね10年が経過し、社会・経済情
勢が変化したことや、市の最上位計画の第４次基本構想との整合を図るため、見直しを行う。

市民、事業者、団体、市、行政団体

市民参加（市民アンケート、自由参加の市民協議会、市立中学校代表による中学生検討会）を通して、市
民の幅広い意見を反映させて、庁内の関係各課長を委員とする庁内検討委員会や学識経験者、公募市
民等により構成される策定委員会、都市計画審議会で審議を行う。

市街地整備

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

市民アンケート、中学生検討会、市民協議会で市民の意見を伺い、全体構想の改定の方向性を
中間報告として公表した。

（ 広く市民参加を市報等で呼び掛けているが、十分な参加が得られていない。

（ ２か年の事業期間の初年度であり、随時実施方法を検証している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

市民アンケート、中学生検討会、市民協議会で市民の意見を伺い、全体構想の改定の方向性を
中間報告として公表した。

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値 0 1000

0

0

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

第４次基本構想や各種個別計画との整合を図るうえで、関係各課との連携が必要であるが、策定のタイミングにより踏み込ん
だ議論が出来ていない。
次回の改定時には、基本構想の策定段階から、都市マスへの反映を見据えた調整を行いたい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

0 3000 0

市民アンケートによる市民意向の把握

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

市民アンケートの回答者数 実績値 0 947

実績値 0 3000指
標
２

活
動
量

市民アンケート 人 目標値

成
果

回答者数 人

目標値 0 80 60

各回の参加者数 実績値 0 58

0 6 3

市民協議会、中学生検討会による市民意向の把握 実績値 0 6指
標
１

活
動
量

市民協議会等の開催 回 目標値

成
果

参加者 人

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 5,535,500

当初予算額 0 6,107,000 6,609,000

決算額 0 5,535,500

0 11,570,000 11,050,000

90.64%#DIV/0!

0

一般職員人件費 0 11,570,000 11,050,000

一般職員工数(人/年) 0.000 1.300 1.300

0

0 17,105,500 17,659,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 2,533,000 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! 251,250.000 294,316.667

#DIV/0! 15,388.068

市民１人当たりコスト　(C/人口) 0.000 130.321 155.895

0 2,533,000 0

純支出額　C(A-B) 0 14,572,500 17,659,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

（ 事業者が必要な協議を完了せずに協定に続く手続きに入るケースが多い。

（ 事務手続きの手引き作成、提出書類のＨＰ作成、要綱の見直し

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

開発事業１３件、中高層事業２１件 ）

無秩序な宅地開発を防止し、中高層建築物による生活環境の悪化を排除するとともに、公共・公益的施
設の整備推進を図るため、宅地開発等を行う事業者に対し、必要な指導を行うことを目的とする。

事業者（開発事業の関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自らその工事をする
者）

窓口での指導、書面による協定

住宅・住環境

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標が無いため。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

快適な住環境の整備 なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市まちづくり条例、小金井市宅地開発等指導要綱

担 当 部 都市整備部 担 当 課 まちづくり推進課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

54事 務 事 業 名 宅地開発等指導事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

事業者の開発事業及び中高層事業の指導に係わる事務であり、目標を設定するような事務事業
ではないため。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　■窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

関根久史

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

・関係部署との内部打合せを密にする。
・事業者に渡す相談先一覧シートの作成などが必要。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 14,774,043 15,178,237 14,603,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 132.716 135.738 128.916

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

14,774,043 15,178,237 14,603,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 1.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 14,720,000 15,130,000 11,050,000

一般職員工数(人/年) 1.600 1.700 1.300

0

決算額 54,043 48,237

14,720,000 15,130,000 14,550,000

87.70%90.07%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

54,043 48,237

当初予算額 60,000 55,000 53,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

開発事業 件 目標値

成
果

名称

説明

- - -

事業者が宅地造成などの事業を行う場合の指導件数 実績値 12 13

目標値

実績値

実績値 14 21指
標
２

活
動
量

中高層事業 件 目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　関係部署との内部打合せや事業者に渡す相談先一覧シートの作成など、事務事業が円滑に進むよう改善する事が必要であ
ると考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

- - -

事業者が中高層建築事業を行う場合の指導件数

名称

説明

目標値

3,500,000

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（ 施設及び設備の老朽化に伴い、長寿命化計画の早期策定が必要である。

（ 家賃の口座振込の実施、入居者台帳の作成、市営住宅申込要領の作成等

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

家賃の口座振替を実施
市営住宅敷地内の樹木剪定を実施

）

　健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家
賃で賃貸することにより、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

　市営住宅入居者

　市営住宅の施設管理及び家賃収納事務等

住宅・住環境

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

家賃の収入未済が発生したため

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

良質な住宅の供給 住宅供給の促進

レベル1（柱） レベル2（施策）

緑ゆたかで快適な魅力ある
まち

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市市営住宅条例・小金井市市営住宅条例施行規則

担 当 部 都市整備部 担 当 課 まちづくり推進課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

600事 務 事 業 名 小金井市市営住宅管理事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

住みやすい住環境の整備及び家賃の完納 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

関根　久史

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

長寿命化計画の策定委託 ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　■外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 2,938,729 838,085 980,000

執行率

純支出額　C(A-B) 5,060,000 3,560,000 2,975,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 45.454 31.837 26.264

3,168,799 2,238,085 2,481,000

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

55,598.286 38,868.872 29,750.000

#DIV/0! #DIV/0!

230,070 1,400,000 1,501,000

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

8,228,799 5,798,085 5,456,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 5,060,000 3,560,000 2,975,000

一般職員工数(人/年) 0.550 0.400 0.350

0

決算額 3,168,799 2,238,085

5,060,000 3,560,000 2,975,000

88.53%100.72%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

3,168,799 2,238,085

当初予算額 3,146,000 2,528,000 2,481,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

催告等の回数 回 目標値

成
果

家賃収納率 ％

名称

説明

1 1 1

滞納者に対する催告等 実績値 1 1

目標値 100 100 100

家賃収納率 実績値 91.01 91.59

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

施設及び設備が老朽化していることから、早期に長寿命化計画の策定し、計画に基づいた修繕を実施する必要がある。
また、収入超過者に対して代替住宅の情報提供を行い、明け渡しを求めることが必要である。
地域主権一括法が施行されたことに伴い、市営住宅条例等の変更が必要となる。（収入要件等を条例に規定する。）

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

既存市営住宅の管理・維持修繕等は、概ね計画どおり推進しているが、昭和６２年に建設されて以来、既に２４年が経過してお
り、今後、修繕費等の経費拡大に備え、これを補うために市営住宅長寿命計画を策定し、これに基づく補助金制度の活用を検
討すべきである。但し、計画書の策定に当っては、委託事業となり、このため単年度における一時的な経費上乗せが必要となる
ものの、将来的展望を鑑み、国の補助制度を活用し、より一層の居住環境整備を継続して取り組むべきであると思われる。ま
た、事業の目的である低所得者に対する低廉な家賃設定が前提であるが、家族構成等の変化に伴う収入実態の検証と、公営
住宅法に基づいた家賃の再点検を行い、円滑な家賃完納を目指し、入居者への徹底した指導を継続して執り行うことが重要で
あると思われる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

複数体制が必要である。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

市道の権原を得たものを調査士、委託業者に区域図、現況図、調査書等を作成させる ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

25事 務 事 業 名 道路台帳整備事業

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

道路法

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 生活道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

道路管理区域（境界）の明確化

道路台帳閲覧希望者

市道の権原を得たものを調査士、委託業者に区域図、現況図、調査書等を作成させる

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

職員１人が兼業で行なっているのが現状です。そのため仕事が重なることも多く整理が追いつか
ない

（
職員１人が兼業で行なっているのが現状です。そのため仕事が重なることも多く整理が追いつか
ない。

（ 道路法の中で台帳整備の方法について定めている

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

台帳整備延長：2.7ｋｍ ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

700,000再任用職員人件費 600,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

道路境界図の利用・閲覧者数（無料含む）の把握
今後地籍調査事業の活用をしていく。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 2000 2000 2000

実績値 2052 2168

1.5 1.5 1.5

変動箇所累計 実績値 1.8 2.7指
標
１

活
動
量

台帳補正延長 ｋｍ 目標値

成
果

台帳閲覧者数 人

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

4,032,000 4,000,500

当初予算額 4,294,000 4,294,000 4,294,000

決算額 4,032,000 4,000,500

3,360,000 3,390,000 3,250,000

93.16%93.90%

0

一般職員人件費 2,760,000 2,670,000 2,550,000

一般職員工数(人/年) 0.300 0.300 0.300

720,000

7,392,000 7,390,500 7,544,000

再任用職員工数(人/年) 0.200 0.200 0.200

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

3,602.339 3,408.902 3,772.000

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 66.403 66.093 66.599

0 0 0

純支出額　C(A-B) 7,392,000 7,390,500 7,544,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

課題・問題点はないため ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

東山　博文

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

屋外広告物法に基づく違法広告の除去活動。東京都屋外広告物条例に基づく既存の屋外広告
物の許可（継続）の事務処理

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

27事 務 事 業 名 屋外広告物事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

屋外広告物法、東京都屋外広告物条例、市町村における東京都の事務処理の特
例に関する条例

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 生活道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち
（環境と都市基盤）

屋外広告物法に基づき、良好な景観の形成、風致の維持及び公衆に対する危害の防止を図る。

市内に屋外掲示物を掲示しようとする者並びに継続して設置している者及びその掲示物

屋外広告物法に基づく違反広告の除去、表示の禁止、制限に当たる物の除去、市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例により、都の固有
事務の一部を市が処理。内容は東京都屋外広告物条例及び条例の施行のための規則に基づく事務の内、はり紙、はり札、広告旗、立看板、広告幕、アド
バルーン、その他の広告物の２０㎡以下の物、建築物から突出する形式の１０㎡以下の広告物、高さが２ｍ以下の広告塔の表示、設置、表示の継続の許
可、改修、移転、除去等の命令、東京都多摩建築指導事務所長が許可する屋外広告物許可申請手数料の徴収及び申請書届出の受理、屋外広告物許可
書の交付、広告物の取り付け完了届の受理

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

屋外広告物の継続許可申請及び新規申請手続きの処理、また違法広告の除去の実施。

（

（
年１回、駅周辺、主要街道の違法な屋外広告物の除去を警察・北南建・宅建業協会・ＮＴＴ・東電・商店会等と
共同実施しており、道路管理課、交通対策課の他児童青少年課も除去作業に協力いただくことになった。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

屋外広告物申請手続き処理件数６０件（市許可分３０件、都許可分３０件）違法広告除去件数５３
７枚

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値
市手数料１７万７千

円
都事務交付金６０万

円

市手数料２９万７千
円

都事務交付金６０万
円

70,000

‐

再任用職員人件費 810,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　屋外広告物の申請手続き事務に関して広告物の現地確認等を行うこと。また、違法な広告物の点検や撤去を行うには、現場
での作業が必要であるが、現状ではそれに専念した体制がとれない。、また委託等の事業の予算措置がない中で、広告物許可
手数料及び東京都の交付金を継続して歳入していることは職員の側の努力によるところが大きいものと考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

小金井市２２件
東京都２４件

小金井市分２４
件

東京都分２４件
‐

東京都屋外広告物条例及び市町村における東京都の事務処
理の特例に関する条例による屋外広告物許可等に係る事務
処理

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

小金井市長の許可権限広告板２０㎡以の許可手数料、都多
摩建築指導事務所長許可権限地上、屋上広告板の受付手数
料納付等事務への交付金

実績値
市許可手数料３３２，

７６０円
交付金５２８，６８２円

市許可手数料４１６，
８７０円

交付金未決定

実績値
小金井市２９件
東京都３７件

小金井市３５件
東京都３０件指

標
２

活
動
量

東京都多摩建築指導事務所長への屋外広告物許可
申請受付事務処理件数及び小金井市の屋外広告物
許可件数

件 目標値

成
果

小金井市長への屋外広告許可申請手数料、東京都
多摩建築指導事務所長への屋外広告事務交付金

円

目標値 未決定 未決定 ‐

職員等による除去パトロールの実施による成果 実績値
はり紙７３枚
はり札５７枚
立看板４３枚

はり紙４２１枚
はり札１１６枚
立看板３枚

3 3 ‐

屋外広告物法で禁止されたはり紙、はり札、立て看板
の除去

実績値 4 4指
標
１

活
動
量

違反広告物の除去 回 目標値

成
果

違反広告物撤去枚数 枚

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

994,000 1,150,000 2,365,000

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 184,000 178,000 2,295,000

一般職員工数(人/年) 0.020 0.020 0.270

972,000

994,000 1,150,000 2,365,000

再任用職員工数(人/年) 0.270 0.270 0.020

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#VALUE!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#VALUE! #VALUE! #VALUE!

#VALUE! #VALUE!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 8.929 10.284 20.878

0 0 0

純支出額　C(A-B) 994,000 1,150,000 2,365,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

　屋外広告物は、街の良好な景観を形成し、風致を維持し、公衆に対する危害を防止する観点から適切に規制される必要があ
る。また、近年、違法な「立て看板」や「チラシ」を道路上に放置するなど、風紀上の問題も多くなっている現状がある。
　担当課では、東京都屋外広告物条例により許可事務及び違法広告物の除去を東京都と協同で期間を定め、一斉撤去等を行
い一定の成果を挙げている。
　また、日常の業務の移動のなかでも、違反広告物の撤去が行われている。
　一方、許可業務では、申請のあったものについては、許認可権が異なる（東京都・小金井市）なか、市としても把握できるシス
テムだが、基準を充たす全ての広告物については、料金の徴収を行わなければならない。申請手続きが必要か否かの基本的
な問題もあり、広く広告物を掲示している商業者等にPRをする必要を感じた。
　今後は、更新手続きのお知らせの強化や屋外広告物の解りやすいチラシ等を活用し、市内の良好な景観の維持と、看板等が
市民の移動の際の障害とならないよう更に努力をしていただくとともに、市全体にどの位の広告物があるのか一度調査等願い
たい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価



【事業概要】

（
認定・廃止の場合必要な図書が多く、専門的な技術を必要とするため担当職員への負担が大き
い

（ 道路法の中で認定・廃止の方法について定めている

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

認定：５路線 ）

道路法第８条により道路法を適用し道路法第１０条により適用外となる。

小金井市の道路として認定・廃止可能なもの  (議会の議決が必要）

職員が各種測量図面に基づき認定・廃止の必要図書を作成する。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

認定：５路線

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 生活道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

道路法

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

28事 務 事 業 名 道路認定・廃止事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

小金井市道として法律上の位置付けを明確にする。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

■環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

担当職員は、兼業（道路台帳・境界確定等）なため事務処理に時間がかかる。複数体制が望まし
い。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 6,465,000 6,127,500 4,327,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 58.075 54.798 38.199

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

6,465,000 6,127,500 4,327,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.200

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 5,520,000 5,340,000 2,550,000

一般職員工数(人/年) 0.600 0.600 0.300

0

決算額 945,000 787,500

5,520,000 5,340,000 3,250,000

73.12%87.74%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

945,000 787,500

当初予算額 1,077,000 1,077,000 1,077,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

認定・廃止 路線 目標値

成
果

名称

説明

5 5 5

議会の議決、告示 実績値 5 5

目標値

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

専門的に作業できる体制が望まれる。複数の職員が認定・廃止の事務手続きを習得していく必要がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

700,000

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　■その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

■あり→
□なし

（

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　■補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

道路管理課

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

31事 務 事 業 名 私道整備事業(砂利敷)

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

H22年度に私道補修工事費補助申請書が提出されたものは、年度予算で事業を行う。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

）根 拠 法 令 等

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

私道補修工事に関する条例

担 当 部 都市整備部 担 当 課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

直営工事での実施及び整備方法見直しの結果、平成２２年度申請分については年度内の予算で
実施ができた。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 生活道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち(環境と都市基盤)

私道補修工事費補助率の変更、道路所有者へのPR等で砂利道の舗装化を図る。 ）

（
直営工事で行っていた時は、すべて年度内の対応ができたが、申請件数が多い年度は１００％工
事費補助のために委託工事だけでは対応が難しい。

（ 直営工事から民間委託工事へ実施方法を移行している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

砂利道整備３件、穴埋め等部分整備５件 ）

車両等の通行により傷んだ砂利道（私道）の整備

一般交通のため公の用に供している幅員１．８ｍ以上の私道路(砂利道)

私道の所有者もしくは、道路に接する付近住民から私道補修工事費補助申請書が提出された後、現地
を確認し、単価契約業者に工事委託もしくは直営工事を実施する。

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

目標値

777,000

名称

説明

名称

説明指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

直営の砂利敷き対応ができる現場作業班があったため、１００％補助でできた事業だと思われる。今後、市民サービスの低下に
は、つながってくるが、砂利敷きの補助率変更等により砂利道の舗装化を進めていく必要がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

2 8

目標値 4 4 4

直営・民間業者 実績値 2 8

実績値

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

私道補修工事費補助申請書受付件数 件 目標値

成
果

砂利敷き工事件数 件

名称

説明

4 4 4

申請書受付及び現場調査 実績値

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

462,117 1,189,903

当初予算額 2,208,000 2,208,000 2,208,000

再任用職員人件費 333,000

決算額 462,117 1,189,903

526,200 1,181,900 1,142,500

53.89%20.93%

歳出計　A(①+②)

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

494,158.500 296,475.375 837,625.000

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

988,317 2,371,803 3,350,500

再任用職員工数(人/年) 0.111 0.222 0.222

純支出額　C(A-B) 988,317 2,371,803 3,350,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 8.878 21.211 29.578

0 0 0

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 193,200 382,700 365,500

一般職員工数(人/年) 0.021 0.043 0.043

799,200



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

　私道の砂利敷き業務は、市内に残る２０数路線の未舗装の私道における補修工事で、アスファルト舗装道と比べ、砂利道は
短期間で道路として不良な状態になることが多く、同じ箇所の補修が毎年行われる例等もある。
　これまでは、道路管理課分室職員による直営業務として実施してきた経緯等があり、人件費を除くと材料費（砕石）のみで補修
ができた環境にあったが、現在では委託請負（単価契約）による補修となっている。こうしたことから直営から委託への切り替え
が始まったこの時期を捉え、現在、無料で補修していることなどから受益者負担の考え方も視野に舗装化の含め再検討をする
必要を感じる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価



【事業概要】

（
予算が限られているので、申請時期によっては次年度繰越で施工する場合がある。また、舗装の
傷み具合の判断基準が申請者と異なる場合がある

（
私道の状況については、各地権者の考え（路面の傷み具合等）に差異はあるが、行政として安全
で快適な通行を確保するために、見直しを行なっていない。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

工事申請３件、舗装面積459㎡ ）

私道の通行を安全で快適にするために、新規舗装や舗装打換を行う

私道補修工事の補助申請をした、私道の所有者（管理者）及びその私道を利用する市民

一般財源及び一部受益者負担により、新規舗装及び舗装打換の受託工事を請負で行う

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

工事申請３件

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 生活道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

私道補修工事に関する条例、私道補修工事に関する取扱規定

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

32事 務 事 業 名 私道整備事業（舗装整備）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

私道を舗装して安全で快適な通行を確保して生活環境を改善する ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

昭和３３年より制度制定を実施し、現在に至るが、制定より５０年経過した。新規の要望は横ばい
傾向にあるが、舗装の寿命を考えれば、今後は打ち換えとして増える可能性があると思われるた
め。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 9,918,500 5,286,500 10,270,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 89.098 47.277 90.664

504,000 504,000 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

20,159.553 11,517.429 #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

504,000 504,000

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

10,422,500 5,790,500 10,270,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 2,852,000 1,958,000 1,870,000

一般職員工数(人/年) 0.310 0.220 0.220

0

決算額 7,570,500 3,832,500

2,852,000 1,958,000 1,870,000

45.63%90.13%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

7,570,500 3,832,500

当初予算額 8,400,000 8,400,000 8,400,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

工事件数
件 目標値

成
果

舗装面積 ㎡

名称

説明

5 3 申請受付中

私道補修工事の補助申請をした件数 実績値 5 3

目標値 492 459 申請受付中

私道補修工事が完了した舗装面積 実績値 492 459

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

約10年前と比べると、予算は約1/4に縮小されているが、工事件数は横ばい傾向にある
従って、１件あたりの施工規模は小さくなっている
これは、この制度制定当時に比べ、私道利用の重要性が、市管理の道路に変わってきたためと考えられる
しかし、舗装の寿命を考えれば、今後は打ち換えをする可能性があると思われ、地権者の動向を見守りたい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

施行時期の遅れは生じているが、懸案事項として順次解消している。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

安全で安心して通行ができる道路の維持管理をする ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

36事 務 事 業 名 交通安全施設整備事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　■条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

道路構造令第31条、東京都福祉のまちづくり条例第12条

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

人にやさしい交通環境の整備 なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

通行者に視覚的注意喚起を行うことにより、交通事故(人身・物損)を撲滅する。

市が管理する道路を利用する市民(通過車両等含む)

交通安全施設(区画線・カラー舗装・道路点滅鋲・誘導用標示等)の設置・改良及び補修を、請負工事に
おいて行う。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

誘導用標示設置及び段差改良等工事、市道572号線道路補修工事及び東小金井駅周辺カラー
舗装工事、新小金井駅周辺カラー舗装工事

（
定期的に実施している地域パトロールによる単発的な要望が多く、中期・長期の計画が難しいこ
とから、予算要求のタイムラグがあり、迅速な対応が取れないこともある。

（ 施行時期の遅れは生じているが、懸案事項として順次解消している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

誘導用標示設置及び段差改良等工事(本町五丁目L=7.6ｍ、本町二丁目53.6ｍ）、市道572号線
道路補修工事（薄層カラー舗装A=338㎡他）及び東小金井駅周辺カラー舗装工事（L=396.1ｍ）、
新小金井駅周辺カラー舗装工事（薄層カラー舗装A=158㎡、点滅鋲設置1箇所）

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

定期的に実施している地域パトロールによる単発的な要望が多く、中期・長期の計画が難しいことから、予算要求のタイムラグ
があり、迅速な対応が取れないこともある。施行時期の遅れは生じているが、懸案事項として順次解消している。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

566 859 0

歩車道の区別が出来るようカラ―舗装等を実施した面
積

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値 566 859指
標
２

活
動
量

カラー舗装面積 ㎡ 目標値

成
果

目標値

実績値

105 0 586予定

安心して通行ができるよう歩車道を直した面積 実績値 105 0指
標
１

活
動
量

舗装補修面積 ㎡ 目標値

成
果

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

10,340,400 6,628,165

当初予算額 12,112,000 9,251,000 1,600,000

決算額 10,340,400 6,628,165

5,244,000 5,073,000 4,845,000

71.65%85.37%

0

一般職員人件費 5,244,000 5,073,000 4,845,000

一般職員工数(人/年) 0.570 0.570 0.570

0

15,584,400 11,701,165 6,445,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 139.995 104.643 56.897

0 0 0

純支出額　C(A-B) 15,584,400 11,701,165 6,445,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

夜間作業で、特殊車両を使用するため ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

沿道の住環境と道路を常時良好な状態に保つように維持し、交通に支障を及ぼさないようにす
る。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

635事 務 事 業 名 道路清掃事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

道路法第４２条

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

道路を常時良好な状態に保つように、道路清掃を行う。

市が管理する道路を利用する市民(通過車両等含む)

車道清掃　673.5km、人力清掃（歩道含む）　673.5km

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

道路清掃委託、道路清掃廃棄物処理委託

（ 再開発事業により、道路延長が拡大している。

（ 再開発事業により、道路延長が拡大しているため、事業規模も増大している

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

夜間作業により、車道清掃　673.5km、人力清掃（歩道含む）　673.5km、廃棄物処理 70.6t ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

平成２２年度末で再開発事業の完了に伴い、事業量が拡大しているが、今後は区画整理事業や連続立体交差事業関連で側道
も控えていることから、現行の予算維持では、住民サービスが厳しい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 673.5 673.5 688.5

道路清掃車両等による指定区間の年間清掃距離 実績値 673.5 673.5

10 10 10

道路清掃車両等による指定区間の年間清掃回数 実績値 10 10指
標
１

活
動
量

清掃回数 回 目標値

成
果

清掃延長 ｍ

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

10,118,850 10,191,300

当初予算額 11,862,000 11,862,000 11,862,000

決算額 10,118,850 10,191,300

1,196,000 1,157,000 1,105,000

85.92%85.30%

0

一般職員人件費 1,196,000 1,157,000 1,105,000

一般職員工数(人/年) 0.130 0.130 0.130

0

11,314,850 11,348,300 12,967,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

16,800.074 16,849.740 18,833.696

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 101.642 101.487 114.474

0 0 0

純支出額　C(A-B) 11,314,850 11,348,300 12,967,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

道路清掃事業は平成２1、２２年度において、年間清掃距離６７３．５㎞を行っており、それぞれ予算執行率は85.30％、85.92％と
なっている。２３年度の年間清掃距離は６８８．５kmが見込まれており15kmの延長となり、2.2％の増加となっているが予算の未
執行はそれぞれ14.7％、14.08％となっている。また、事業概要の目的として、「道路を常時良好な状態に保つように、道路清掃
を行う。」とあり指標データの活動量において「道路清掃車両等による指定区間の年間清掃回数」は２１．２２年度それぞれ１０
回となっている。台風の後や、晩秋のころでは街路樹の落ち葉が排水溝を塞ぐことにより道路清掃の必要性が増すとのことだ
が、適時に清掃を行うこととすれば対応できるのではないかと思われる。また、今後延長される道路の街路樹についても庁内間
において、落葉の多い木、少ない木などの選定基準も設けるべきではないかと思われる。その他の事業内容において、２３年度
は追加、変更は無く、道路総延長が伸びることにより第１次評価では活動量、予算ともに拡大となっているが、これらの事から第
2次評価においては活動量、予算とも現状とする。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

用地取得が計画どおりに進捗しない場合、整備工事予定も影響する ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

東山　博文

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

円滑な交通と歩行者等の安全確保、交通渋滞緩和、生活道路への通過車両の進入防止
災害時緊急車両の通行確保、延焼の防止、防災沿線住民の生活環境を向上させる、交通渋滞
緩和

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

636事 務 事 業 名 都市計画道路整備事業

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

都市計画法第59条

担 当 部 都市整備部 担 当 課 道路管理課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

道路の整備 主要道路の整備

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

小金井市の都市計画に基づき都市計画決定された、都市形成に不可欠な骨格である都市計画街路を整
備する

市が管理する都市計画街路を利用する市民（通過車両等も含む）

都市計画決定された街路区域の用地買収を行いながら、街路築造工事を、請負工事で行う。また、本工
事に先立ち、買収地の防塵(仮歩道)工事及び本工事の設計を、業務委託で行う。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

都市計画道路3・4・12号線(事業予定地整備工事、街路築造工事、電線共同溝設置工事、測量設
計委託）・都市計画道路3・4・8号線（測量設計委託）

（

（ 用地買収が完了したものは、順次、整備工事を行なっている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

都市計画道路3・4・12号線（予定地整備工事（119㎡）、街路築造工事（Ｌ＝121ｍ）、電線共同溝
設置工事（Ｌ＝121ｍ））

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

用地買収が完了したものは、電線共同溝及び街路築造工事を行っている。
しかし、用地取得が計画どおりに進捗しない場合、整備工事予定も影響する

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

416 121 設計中

歩道内に電線類を地中化した距離

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値 416 121指
標
２

活
動
量

電線共同溝設置延長 ｍ 目標値

成
果

目標値

実績値

1076 296 設計中

整備工事が終了し車道を舗装した面積 実績値 1076 296指
標
１

活
動
量

舗装面積（車道） ㎡ 目標値

成
果

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

135,490,950 48,883,019

当初予算額 151,474,000 75,095,000 45,141,000

決算額 135,490,950 48,883,019

8,832,000 10,057,000 9,605,000

65.09%89.45%

0

一般職員人件費 8,832,000 10,057,000 9,605,000

一般職員工数(人/年) 0.960 1.130 1.130

0

144,322,950 58,940,019 54,746,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 71,250,000 33,700,000 14,725,000

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 656.417 225.720 353.308

71,250,000 33,700,000 14,725,000

純支出額　C(A-B) 73,072,950 25,240,019 40,021,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　■外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

建物改修の年次計画を行い効率的な工事計画を立てる。 ）

□あり→
■なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

坂本　則男

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

各課から依頼を受けた事業について、設計及び工事を適正に行う。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

613事 務 事 業 名 他課からの依頼に基づく委託、工事等

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 都市整備部 担 当 課 建築営繕課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

なし

　主管課の下記のような要求を実現するために設計や工事を適正に行う。   住民福祉向上のため市有
施設の新築・増改築及び保全工事を実施することにより安全で良好な施設環境の整備を的確に推進す
る。また、学校施設を児童・生徒が快適に利用できるように教育環境の向上を目指す。

各課から依頼を受けた公共施設の工事・修繕

委託・工事の図面作成
工事担当者とのヒアリングと日程等の調整

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

設計及び工事とも適正に行われた。

（
財政的に制約がある。他課からの依頼による工事請負・委託事業であり、年次により事務量の違
いがある。建物改修の年次計画を行い事業量の均一化が必要である。

（ ＣＡＤの導入を行い、将来的な設計事務の省力化を行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

・市立小中学校改修工事
・各課施設改修工事
工事４４件　委託１４件

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値 7 12

0

21

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

＜問題点＞
財政的に制約がある。
他課からの依頼による工事請負・委託事業であり、年次により事務量の違いがある。
＜改善策＞
・設計事務の省力化を目指しＣＡＤ化システムの導入を実施。仕様書等の整備を図る。
・建物改修の年次計画を行い事業量の均一化が必要である。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

7 12 21

他課からの依頼請負委託件数

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

他課からの委託件数 実績値 10 14

実績値 10 14指
標
２

活
動
量

委託請負数 目標値

成
果

委託数

目標値 50 42
37

（内4件　22年度
債務負担行為）

他課からの工事件数 実績値 60 44

50 42
37

（内4件　22年度
債務負担行為）

他課からの依頼請負工事件数 実績値 60 44指
標
１

活
動
量

工事請負数 目標値

成
果

工事件数

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

634,026,355 428,548,260

当初予算額 722,429,922 529,274,500 923,936,000

決算額 634,026,355 428,548,260

52,440,000 50,730,000 48,450,000

80.97%87.76%

0

一般職員人件費 52,440,000 50,730,000 48,450,000

一般職員工数(人/年) 5.700 5.700 5.700

0

686,466,355 479,278,260 972,386,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

46,304,095.238

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

11,441,105.917 10,892,687.727 #VALUE!

68,646,635.500 34,234,161.429

市民１人当たりコスト　(C/人口) 6,166.549 4,286.159 8,584.295

0 0 0

純支出額　C(A-B) 686,466,355 479,278,260 972,386,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

・一次評価にある通り、年度による事務量の均等化を図るためには、長・中期的な修繕及び改修の年次計画等の作成が必要で
ある。早急に施設担当と協議を行う必要がある。

・設計・積算は係内の誰が設計をしても同じ条件であれば同じ事業費が算出されなければならない。担当者により設計内容に
ばらつきが出ないように、マニュアル化や、情報交換及び情報の共有化を行い、常に一定した設計が出来るように心がけて欲し
い。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価



【事業概要】

）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

人にやさしい交通環境の整備 交通安全の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

市内における交通道徳の高揚と交通安全運動の推進ならびに交通環境の整備，改善および交通事故の
防止を図る

市民

市報掲載、ホームページ掲載、ポスター掲示、ちらし配布、広報車による広報、のぼり旗の掲出

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

春・秋ともに、小金井市版推進要領に基づき実施された

（

（ 現状が最善の策であるため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

41事 務 事 業 名 交通安全推進協議会運営事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

交通安全推進協議会設置条例

担 当 部 都市整備部 担 当 課 交通対策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

・4/6（火）～15（木）　平成22年春の交通安全運動
・8/27（金）　平成22年度第1回会議
・9/21（火）～30（木）　平成22年秋の交通安全運動
・Ｈ23年　3/29（火）　平成22年度第2回会議

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　■補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

川村史郎

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　■市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

春・秋の交通安全運動の効果的推進 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

現状が最善の策であるため ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

0 0

純支出額　C(A-B) 524,800 494,600 611,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 4.714 4.423 5.394

0

524,800 494,600 611,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

312,800 302,600 289,000

59.63%65.84%

0

一般職員人件費 312,800 302,600 289,000

一般職員工数(人/年) 0.034 0.034 0.034

0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

212,000 192,000

当初予算額 322,000 322,000 322,000

決算額 212,000 192,000

2 2 2

年度内の会議の開催回数 実績値 2 2指
標
１

活
動
量

会議開催頻度 回 目標値

成
果

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

実績値

目標値

目標値

名称

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

交通安全に資するため、継続事業とする。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

指
標
２

活
動
量

名称

説明

名称

説明

成
果

実績値



【事業概要】

）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

人にやさしい交通環境の整備 交通安全の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

交通安全のために

居住者以外の車両

交通誘導員による交通規制の周知

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標がないため

（

（ 現状が最善の方法であるため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

42事 務 事 業 名 車両交通誘導事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 都市整備部 担 当 課 交通対策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

稼働日：293日　　月別内訳は次のとおり
４月：25日、５月：22日、６月：26日、７月：26日、８月：26日、９月：24日、１０月：25日、１１月：24
日、１２月：23日、１月：23日、２月：23日、３月：26日

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

川村史郎

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

目標を設定することが不要であるため ）

□あり→
■なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

課題・問題点はないため ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

0 0

純支出額　C(A-B) 2,990,240 2,189,600 2,203,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 26.861 19.581 19.448

0

2,990,240 2,189,600 2,203,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

36,800 35,600 34,000

72.67%76.79%

0

一般職員人件費 36,800 35,600 34,000

一般職員工数(人/年) 0.004 0.004 0.004

0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

2,953,440 2,154,000

当初予算額 3,846,000 2,964,000 2,169,000

決算額 2,953,440 2,154,000

293 294 295

月曜～土曜日
ただし祝日及び12/29～31、1/1～3を除く

実績値 293 293指
標
１

活
動
量

稼働日 日 目標値

成
果

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

実績値

目標値

目標値

名称

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

交通安全に資するため、一定の効果があるものと評価する。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

指
標
２

活
動
量

名称

説明

名称

説明

成
果

実績値



【事業概要】

）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

人にやさしい交通環境の整備 交通安全の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

駅周辺の放置自転車を無くすために

朝の時間帯、通勤・通学で市内３駅の利用者に

啓発グッズ（ポケット・ティッシュ）を配布して、駅周辺放置自転車の撲滅を呼び掛ける

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

計画どおり市内３駅で活動が出来た

（

（ 都主導の事業であるため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

803事 務 事 業 名 駅周辺放置自転車対策協議会運営事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

駅周辺放置自転車対策協議会規約

担 当 部 都市整備部 担 当 課 交通対策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

10/1　会議開催

放置自転車クリーン・キャンペーン　10/22：武蔵小金井駅、10/25：東小金井駅、10/26：新小金
井駅

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　■補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

川村史郎

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　■市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

啓発グッズを配布し、多くの市民へ周知する ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

課題・問題点はないため ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

0 0

純支出額　C(A-B) 143,400 146,400 140,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

261.202 600.000 #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 1.288 1.309 1.240

0

143,400 146,400 140,500

再任用職員工数(人/年) 0.011 0.011 0.011

嘱託職員人件費 0 0

143,400 146,400 140,500

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 110,400 106,800 102,000

一般職員工数(人/年) 0.012 0.012 0.012

39,600

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

3 3 3

協議会委員、市職員及び市長によるポケット・ティッシュ
配り

実績値 3 3指
標
１

活
動
量

駅前放置自転車クリーンキャンペーン期間中
の駅頭周知活動

日 目標値

成
果

放置自転車の撤去台数 台

名称

説明

目標値

38,500再任用職員人件費 33,000

実績値

目標値

目標値 －

名称

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

本協議会の活動により、駅周辺の放置自転車は減少している。したがって、本事業は、一定の効果があると評価できる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

指
標
２

活
動
量

名称

説明

名称

説明

成
果

－ －

キャンペーン期間中の自転車及び原動機付き自転車
の撤去台数

実績値 549 244



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

課題・問題点はないため ）

）

□あり→
■なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

受講者
　東中　生徒：280人　教職員：18人　保護者等：10人
　緑中　生徒：670人　教職員：30人

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

川村史郎

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

各年度２校で実施

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

804事 務 事 業 名 スタントマンによる自転車安全教育

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 都市整備部 担 当 課 交通対策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

人にやさしい交通環境の整備 交通安全の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

自転車の安全利用を周知するために

市立中学校に通う市民

スケアード・ストレイト的教育技法を用いた交通安全教育
映画やテレビで活躍するプロのスタントマンが、交通死亡事故を再現
悲惨な交通事故を目の当たりにし、疑似体験することにより、交通安全を心掛けるようになる。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

5/14：東中、12/1：緑中

（

（ 現状の方法が最善であるため

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

成
果

－ －

受講した中学生の人数 実績値 808 950

名称

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

学校、警察とのタイアップにより市立中学校全５校で実施することが出来た。平成２３年度以降、２順目の実施になるが、学校の
期待も極めて大きいため、今後とも継続して行きたい事業である。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

指
標
２

活
動
量

目標値

0再任用職員人件費 0

実績値

目標値

目標値 －

2 2 1

市内市立中学校での実施校数 実績値 2 2指
標
１

活
動
量

実施校 校 目標値

成
果

受講者数 人

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

525,000 525,000

当初予算額 525,000 525,000 525,000

決算額 525,000 525,000

239,200 231,400 221,000

100.00%100.00%

0

一般職員人件費 239,200 231,400 221,000

一般職員工数(人/年) 0.026 0.026 0.026

0

0

764,200 756,400 746,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

945.792 796.211 #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 6.865 6.764 6.586

0 0

純支出額　C(A-B) 764,200 756,400 746,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

現状が最善の策であるため ）

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

・4/30　平成22年度第1回会議
・H23年　1/28　平成22年度第2回会議
・H22年度末　委員改選に伴う市民委員の公募

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

川村史郎

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

ココバス・ミニの本格運行

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

805事 務 事 業 名 地域公共交通会議運営事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

道路運送法施行規則、公共交通会議設置要綱

担 当 部 都市整備部 担 当 課 交通対策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

公共交通機関の整備 コミュニティバス等の充実

レベル1（柱） レベル2（施策）

みどり豊かで快適な魅力あ
るまち（環境と都市基盤）

①住民の生活に必要なバス等の旅客運送の確保
②地域の実情に即した輸送サービスの実現

バス等の旅客運送、輸送サービス

協議する。

道路

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

地域公共交通会議での合意を経て、ココバス・ミニは本格運行に移行した。

（

（ 現状が最善の策であるため

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

成
果

実績値

名称

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

①住民の生活に必要なバス等の旅客運送の確保、②地域の実情に即した輸送サービスの実現　のために継続する。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

指
標
２

活
動
量

目標値

0再任用職員人件費 0

実績値

目標値

目標値

2 2 2

年度における会議の開催回数 実績値 2 2指
標
１

活
動
量

会議開催頻度 回 目標値

成
果

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

232,000 212,000

当初予算額 322,000 322,000 322,000

決算額 232,000 212,000

395,600 382,700 365,500

65.84%72.05%

0

一般職員人件費 395,600 382,700 365,500

一般職員工数(人/年) 0.043 0.043 0.043

0

0

627,600 594,700 687,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 5.638 5.318 6.069

0 0

純支出額　C(A-B) 627,600 594,700 687,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率


